
商標の国際登録制度(マドリッド制度)における
出願とその後の手続について

特許庁審査業務部出願課 国際意匠・商標出願室



特許庁 1

１

マドプロ出願の手続（MM2編）３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）５
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マドプロ出願の流れ
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※商標の国際登録制度（マドリッド制度）における出願：マドプロ出願



特許庁 2

１

マドプロ出願の手続（MM2編）３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）５

参考情報６

２ マドプロ出願の手続（Madrid e-Filing編）

マドプロ出願の流れ

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)４



1.（１）はじめに

特許庁 3

「マドプロ出願」をされる前にご確認ください。

✓ 商標権を取得したい国は、マドプロ加盟国ですか？

✓ 日本に基礎となる商標出願／商標登録がありますか？

✓ 海外で取得したい商品・役務が基礎に含まれていますか？

✓ 出願人は日本国民ですか？又は日本国内に住所若しくは居

所(法人の場合は営業所)を有していますか？



1.（２）マドプロ出願の流れ

特許庁 4

本国官庁出願人

願書

国際事務局

願書

①願書作成
（e-Filing・MM2）

③記載不備対応

⑤欠陥通報応答

②方式審査

⑥欠陥通報応答審査

④方式審査

⑦国際登録

⑧指定国へ通報

※注意 国際事務局に直接提出することはできませんのでご注意ください。



特許庁 5

本国官庁出願人

願書

国際事務局

願書

①願書作成
（e-Filing・MM2）

③記載不備対応

⑤欠陥通報応答

②方式審査

⑥欠陥通報応答審査

④方式審査

⑦国際登録

⑧指定国へ通報

１.（３）本国官庁による審査



１.（４）本国官庁による審査 ＜方式不備の通知＞

6

国際事務局本国官庁
✓ 出願人適格
✓ 出願人の同一性

✓ 標章の同一性

✓ 商品・役務範囲

提出された内容について
・基礎出願・登録との同一性が認められない時
・規則に定める要件を満たしていないと判断する時 など

訂正の期間
・方式不備の連絡をした日から原則14日以内（目安）

③

方式不備の連絡
①

MM2：差替書面の提出

②

訂正の方法：

願書：本国官庁による審査

出願人

e-Filing：e-Filing上で訂正を行い、本国官庁に提出

特許庁



• 本国官庁による認証後、国際事務局に対して願書を送付。

• MM2を用いた出願の場合は、商標法第68条の3第3項に基づき、送付した願書の写しを出願人にも送付。

国際事務局本国官庁
②

68条の3
通知

①
願書

出願人

68条の3第3項に基づく通知 送付したMM2の写し

提出／差替したものと
相違ないか

確認してください

7特許庁

１.（５）国際事務局へ願書を送付

※Madrid e-Filingを利用した出願については、書面による出願の際に送付している願書の写しは送付していません。

なお、e-Filing上で出願内容をいつでも確認可能です。



１.（６）国際事務局による審査

特許庁 8

本国官庁出願人 国際事務局

①願書作成
（e-Filing・MM2）

③記載不備対応

⑤欠陥通報応答

②方式審査

⑥欠陥通報応答審査

④方式審査

⑦国際登録

⑧指定国へ通報



１.（７）国際事務局による審査 ＜欠陥通報＞

特許庁 9

国際事務局

✓ 方式審査
✓ 分類審査
✓ 手数料確認

◆ 料金欠陥通報（R11）
◆ 指定商品（役務）分類欠陥通報（R12）
◆ 指定商品（役務）表示欠陥通報（R13）
◆ その他の欠陥通報（R11）

願書：国際事務局による審査

本国官庁

応答の方法：

①※

①※

「分類欠陥」「表示欠陥」以外の欠陥は、
出願人が国際事務局へ直接応答

Contact 
Madrid
による応答

Online Payment
銀行振込

②

④

欠陥通報提出された願書が規則に
定める要件を満たしてい
ないと判断する時

本国官庁へ30日以内(目安)
（国際事務局への提出は3月以内）

③基礎範囲
再チェック

出願人

MM2：「意見書」の提出
e-Filing：e-Filing上で応答内容を記載し、本国官庁に提出

※従来は、欠陥通報が届いた後、本国官庁から出願人に対して応答書面の記載見本と欠陥通報の写し
を送付していましたが、現在はこの通知を廃止しています。
WIPO国際事務局からの欠陥通報をもって、応答内容の作成と提出を進めてください。



（参考）料金欠陥の対応 Online paymentによる支払手続

特許庁

HATUMEI CORPORATION

××××

××××

××××

1123456789

New application

必要額、支払い額、不足額（＝送金額）

案件書誌情報と不足額の確認
（誤送金の回避）が可能

支払い方法の選択
（クレジット払い可能）

2021-166666

出願人、手続種別、基
礎出願/登録番号など

の案件情報

××××

10

WIPO reference 
number を入力

WIPO Online payment



（参考） Madrid Monitorを利用した経過情報の確認①

特許庁 11

Madrid Monitor

②検索キーとなる情報（特許庁整理番号や基
礎番号など）を入力し”Search”

③”Status”列で、
処理状況が確認可能

例: Under Examination(審査中)
     Irregular(欠陥)

①“realtime search”
から検索



（参考） Madrid Monitorを利用した経過情報の確認②

特許庁 12

「Type」列の「Application」に
付されたWIPO Reference numberを
クリックするとウインドウが立ち上がり、
国際事務局におけるMM2の処理状況を
確認できます。

出願人氏名・
住所・商品役務など
に誤記がないか？
Limitation listは
正しく掲載
されているか？etc..

誤った内容で国際登録
されないよう、登録証が
発行される前に内容を
確認しておくことを
おすすめします。

XXXXX



１.（８）国際登録証の送付/指定国への通報

特許庁 13

本国官庁出願人 国際事務局

②方式審査

⑥欠陥通報応答審査

④方式審査

⑦国際登録

⑧指定国へ通報

①願書作成
（e-Filing・MM2）

③記載不備対応

⑤欠陥通報応答



１.（９）国際登録証の送付/指定国への通報

特許庁 14

国際事務局

国際登録簿

国際登録
名義人

指定国官庁

国際
登録証

指定
通報

内容が間違って
いないか再度
確認してください

指定国での
審査開始

※注：国際登録の時点では、指定国における権利は発生していません。



１.（１０）指定国による審査

特許庁 15

国際登録
名義人

指定国官庁
確認通知や国内公表・その他の
お知らせや登録証を発出する
指定国もある

B 暫定的拒絶通報
（日本での拒絶理由通知書）

期間内（1年又は18月）に
通報がなければ、その国で
は保護が認められたことに

A 保護認容声明

限定の通知

現地代理人 指定国の国内法による手続

限定の申請
（MM6)

又は

A

B

B’

国際事務局

国際登録簿



（参考）各国の制度

特許庁 16

中国 米国 韓国 欧州連合 シンガポール

言 語 英語/仏語 英語 英語 英語/仏語/西語 英語

個別手数料の
支払い

要 要 要 要 要

拒絶通報期間 18月 18月 18月 18月 18月

拒絶応答期間 15日 ６月 ２月 2月 ４月

現地代理人
（応答手続）

要 要 要 要 不要(※)

＜日本国特許庁 HP掲載＞
 外国産業財産権制度情報 （https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/index.html）
 「マドリッド協定議定書に基づく国際商標出願に関する各国商標法制度・運用」報告書

（https://www.jpo.go.jp/resources/report/takoku/modopro_syohyoseido.html）

※ シンガポールにおける書類送付先住所を届け出る必要あり

• 締約国制度の詳細な情報は、各国官庁又は専門家を通じて入手する必要有り。

• WIPO「Madrid Member Profile」でも基本的な情報は掲載。

（URL: https://www.wipo.int/madrid/memberprofiles/#/）

https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/index.html
https://www.jpo.go.jp/resources/report/takoku/modopro_syohyoseido.html
https://www.wipo.int/madrid/memberprofiles/#/


特許庁 17

１

マドプロ出願の手続（MM2編）３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）５

参考情報６

２ マドプロ出願の手続（Madrid e-Filing編）

マドプロ出願の流れ

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)４



特許庁 18

2022年6月1日よりWIPOの提供するWEBサービスMadrid e-Filingによる出願の受付を開始

Madrid e-Filingにて可能な手続

・マドプロ出願書類作成

・本国官庁及びWIPO国際事務局への手数料納付

・マドプロ出願を本国官庁へ提出

・本国官庁からの不備連絡に対する修正応答

・WIPO国際事務局からの欠陥通報に対する応答を本国官庁へ提出

２.（１） Madrid e-Filing①

※2024年1月より、本国官庁手数料は、商標のマドプロ出願に係る他の手数料と
共にWIPOに納付することになりました。



特許庁
19

２.（１） Madrid e-Filing②

ログイン

WIPOアカウント作成

ログイン

ユーザーガイド



２.（２）出願書類の作成の開始①

20特許庁

WIPOアカウント作成時に設定した
ユーザー名とパスワードでログイン。

My portfolio画面より「New application」
ボタンをクリックしてください。
情報入力画面に遷移します。



２.（２）出願書類の作成の開始②

21特許庁

 １つの画面で入力を完了してから次の画面に進み
ます。出願手続きは直線的に進み、未完了の画面
を飛び越えて先に進むことはできません。

 画面右上の部分（緑枠部分）又は左のナビゲーション
（赤枠）を使って次の画面に遷移する（または前の画
面に戻る）ことができます。

 入力した内容は、次の画面に遷移することにより
自動で保存されます。

留意点



２.（２）Basic application or registration の入力

22特許庁

Office of origin：本国官庁。「JP – Japan」に設定
Filing language：出願言語。「English」に設定
Applicant's Reference：出願人整理番号。
※出願人が管理用に使う情報です（入力は任意）

基礎商標情報は以下の２つの方法により入力することができます。

・WIPO Global Brand Database からのインポートによる入力
（Import basic application or registration ボタンから入力）

・手動による基礎商標情報の入力
（Add basic application or registrationボタンから入力）

 １件目の基礎商標を誤ってインポート又は手動入
力した場合は、次の画面に遷移する前であれば基
礎情報を削除し改めてインポートすることができ
ますが、次の画面に遷移することにより情報が保
存された場合は、削除できなくなりますので、最
初から出願を作り直していただく必要があります。

留意点



２.（２）基礎商標情報の入力①

23特許庁

Application number（出願番号）または

Registration number（登録番号）を入力し、

「Search」ボタンをクリックして検索。

該当する情報が存在する場合は、商標の情報が

表示されます。「OK」ボタンを押して情報を

インポートします。

WIPO Global Brand Databaseからインポート



２.（２）基礎商標情報の入力②

24特許庁

①

②

①Application number（出願番号）

②Application date（出願日）

商標出願を基礎とする場合

①

②

③

④

商標登録を基礎とする場合

手動による入力

①Application number（出願番号）

②Application date（出願日）

③Registration number（登録番号）

④Registration date（登録日）

商標登録番号(③)と登録日(④)だけでなく、その商標登録の
出願番号(①)と出願日(②)も記入する必要があります。



２.（２）Designations の入力

25特許庁

EUIPOと米国を指定した場合には、
Seniority claim(MM17)とDeclaration of 
Intention to use(MM18)がメニューに追加
されます。

米国、欧州連合知的財産庁(EUIPO)など一部
の指定締約国を選択した場合、追加の説明が
画面下部「Remarks」部分に表示されます。



２.（２）Applicant(s) の入力①

特許庁 26

 インポートにより商標基礎情報を入力した場合、
WIPO Global Brand Databaseから取り込まれ
る出願人情報は日本語で表示されます。マドプロ出
願の出願言語は英語となりますので、必ず、出願人
情報を英語で入力し直してください（氏名、住所
等）。

 手動で基礎情報を入力した場合には、出願人情報を
入力する必要があります。

留意点

出願人が複数存在する場合は、Add another 
applicant ボタン（緑枠）をクリック
して追加します。

画面⾚枠内の出願人名をクリックすると、
詳細情報が表示され、編集可能となります。



２.（２）Applicant(s) の入力②

27特許庁

法人の場合は
・Application type欄はLegal entityを選択

・Legal natureには法人の種類（法的性質）を記載
します（Corporationなど)。

Entitlement to file欄について
・出願人が日本国民である場合には、
Entitlement as a national（日本国民）にチェッ
クを入れます。

・出願人が外国人であって、現実に日本国内に居
住している場合には、Entitled through domicile
（日本の居住者）にチェックを入れます。

自然人の場合は
・Application type欄はNatural personを選択

・Nationalityは出願人の国籍に該当する国名を選択

Entitlement to file欄について

・出願人が日本法人である場合には、Entitlement 
as a national にチェックを入れます。

・出願人が外国法人であって、上記General 
informationに記載した住所は日本国内ではないが、
日本国内に現実かつ真正の工業上若しくは商業上の
営業所を有する場合には、Entitlement through 
establishmentにチェックを入れ、営業所の住所を
入力します。

Nameは名称をローマ字に置き換え
て、⾳訳⼜は英語へ翻訳して記載し
てください。

Addressには市区町村・町名・番地
など、行政区画を省略せずに、
「,」（カンマ）で区切って記載し
てください（行政区画の内、字、大
字や建物名、階数などについては記
載を省略可）。



２.（２）Representative の入力

28特許庁

代理人を選任しない場合は、
Appointed representative?はNoを選
択してください。



２.（２）Languages and correspondence の入力

29特許庁

EUIPOを指定締約国とした場合、第
2言語の選択が必要です。

代理人を選任していない場合は、Will 
be sent to this address欄を選択する
ことにより、連絡のための代替の通信
先を入力することができます。



２.（２）Mark の入力①

30特許庁

Kindは、基礎の商標が団体商標
である場合にのみCollectiveに変
更してください。

商標がカラーである場合は、「The 
mark is in color」にチェックを入
れます。
商標がカラーであるにもかかわらず
この枠にチェックが入っていない場
合、カラー料金が適用されず、
WIPOから料金欠陥通報が送付され
ますのでご注意ください。

 手動で基礎情報を入力した場合には、標章の情報
を入力する必要があります。インポートにより基
礎情報を入力した場合でも、情報が反映されてい
ない場合は、必要な情報をこの画面から入力して
ください。

留意点

Mark Typeについて

①基礎出願／登録の商標が「標準文字であり、
かつラテン文字のみ」である場合は、Mark 
TypeはWordを選択してください。

②基礎出願／登録の商標が上記以外の文字商
標である場合は、Mark TypeはFigurativeを
選択し、商標イメージを画面からアップロー
ドしてください。この場合、e-filing上では、
標準文字主張をすることはできません。

③基礎出願／登録の商標が図形商標である場
合は、 Mark TypeはFigurativeを選択し、商
標イメージを画面からアップロードしてくだ
さい。



２.（２）Mark の入力②
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商標に日本語（漢字、かな等）を含む場合は、
ローマ字による⾳訳が必須

商標に日本語（漢字、かな等）を含む場合は、
ローマ字による⾳訳が必須。

基礎に、商標法第5条第4項で規定する「商標の詳細
な説明」が含まれている場合に、基礎標章の記述と
同一の内容を英語で記載します。動き、ホログラム、
⾳、立体、位置⼜は色彩のみからなる商標が基礎の
場合に該当します。

基礎に「商標の詳細な説明」が含まれているか
否かにかかわらず、マドプロ出願に任意の標章
の記述を含めることを希望する場合に英語で記
載します。 標章を構成する一部が識別力を有していない

ため、その部分につき権利を主張しない場合
に記載します。特許庁

色彩の主張を行う場合

色彩の詳細な主張を行う場合

色彩を主張する場合は、「The applicant claims color(s) as a 
distinctive feature of the mark」（⾚枠）にチェックを入れます。 入力欄に標章に使用されている色彩を入力

し、Add color claimボタン（緑枠）をク
リックすると色彩の主張をすることができ
ます。

色彩について詳細な主張をする場合は、入
力欄（⾚枠）に記載します。

標章の言語要素を記載することができます。
標章が装飾した文字である場合等に、意図と異なる
言語要素が記録されるのを防ぎます。



２.（２）Goods and services の入力①

32特許庁

 WIPO Global Brand Databaseから基礎商標情報をインポートした場合、指定商品・役務の情報は
Goods and Services画面を開いた際に、自動で英語翻訳されます。

 手動で基礎情報を入力した場合には、New Classから商品・役務の情報を入力する必要があります。

「Class X」部分をクリックすると、
区分ごとに英訳された指定商品・役
務の一覧を表示することができます。



２.（２） Goods and services の入力②メニューバーの機能

33特許庁

◆新規に区分を追加し、指定商品・役務を入力する場合

①Bilingual Display ②Edit

◆Remove selected terms

ドロップダウンリストからClassを選択し（⾚枠）、
New class行のプラスボタン（緑枠）をクリックし
て追加します。

◆指定商品・役務の確認、編集、削除する場合

③Remove selected terms



2.（2）Goods and services ③＜指定商品・役務の検討＞

特許庁

• Goods and Services欄：指定商品・役務リストは、基礎出願・登録の範囲内に収める。

マドプロ出願の指定商品・役務 ≦ 基礎出願・登録の指定商品・役務

例：第25類「スニーカー」をマドプロ出願で指定するには・・・

類似商品・役務審査基準 第25類

マドプロ出願 ≦ 基礎出願・登録

「スニーカー」 ＝ 「スニーカー」

「スニーカー」 ＜ 「靴類」

「スニーカー」 ＜ 「履物」

「スニーカー」を
包含する商品が

基礎にあればＯＫ

34特許庁



２.（２）Limitations の入力

35特許庁

指定国に対する指定商品・役務の限定がある場合は、
Add limitationをクリックしてください。
限定がない場合は、次の入力画面に進んでください。

Classを選択して、 ＋ボタン
（緑枠）をクリックしてくだ
さい。

指定商品・役務の表示を修正する場合は、
Class 欄を展開して Edit をクリックし、編集
します。

限定を行う指定国を選択し、
＋ボタン（⾚枠）をクリック
してください。



２.（２）Claimed priorities の入力①

36特許庁

優先権主張を行わない場合は、×ボタン
（⾚枠）をクリックして、優先権主張を
削除することができます。

 優先権主張が表示される場合、初期表示では商品と役務の全リストが優先権主張の対象に含まれます。



２.（２） Claimed priorities の入力② 

37特許庁

各指定商品・役務毎に指定する場合は、左側のリストの
指定商品・役務の表示をクリックして(青背景)からその
横の矢印（緑枠）をクリックします。

◆優先権主張を追加する場合

画面右下のAddボタンをクリック

◆優先権主張の一部を編集する場合

特定のClass内の全ての指定商品・役務を優先権
主張の対象とする場合は、優先権を主張する
Classを選択し、 Classの横にある矢印（⾚枠）
をクリックします。



２.（２）Declaratioin of Intention to useの入力(米国を指定国官庁とする場合) 

38特許庁

記載箇所は４箇所

① Signature：
・署名（漢字可）
・法人の場合は、代表権を有する者

② Signatory’s Name：
署名者の氏名 「名⇒姓」の順

③ Signatory’s Title：
法人の場合は、署名者の肩書き

例：「President」
  「General Manager」 など

個人の場合は、「Applicant」

④ Date of execution：
    署名した日

※出願人が複数の場合であっても、MM18の提出は1通のみ。

①

②

③

④



２.（２） Fee calculations で手数料を確認

39特許庁

「Show fee details」をクリックすると、出願に
係る手数料の内訳がすべて表示されます。
手数料を確認してください。



２.（２）Disclaimers の確認

40特許庁

注意事項を確認いただき、同意する場合は、
チェックボックス（⾚枠）にチェックを入れて
ください。



２.（２）Validation における最終確認

41特許庁

Validation画面にて、入力が完了したマドプロ出
願のコピーをPDF形式でダウンロードすること
ができます。
本国官庁に提出する前に内容をご確認ください。



２.（２）Payment で手数料を支払う

特許庁 42

 銀行振込を行う際は、必ずIRPI-から始まる
Reference番号を外国送金依頼書の「受取人宛
て連絡事項」の欄に記載してください。

 提出前に銀行振込を行っても、Madrid 
e-Filingの画面上で、支払日等の連絡事項を入力
することはできませんので注意してださい。

留意点

支払い方法

銀行振込 Bank transfer

クレジットカード
Credit/Debit card

WIPO予納口座
Current Account at 
WIPO

PayPal



２.（２）Summary

特許庁

支払手続が完了すると、マドプロ出願が本国官
庁に提出されます。「Summary」の画面から
マドプロ出願のPDFをダウンロードすることが
できます。

・My portfolio上では、マドプロ出願の状態は、
Status列で確認ができます。提出後は「Submitted 
to Office」と表示されます（⾚枠）。
・WIPOへの手数料の納付ステータスはPaid列に表
示されます（緑枠）。

43

eDossier画面に表示される「Submitted 
application」をクリックすることで、本国官
庁に提出されたマドプロ出願のコピーをPDF
形式でダウンロードすることができ、出願の内
容を確認することができます。



２.（３）本国官庁からの不備連絡への応答①

44特許庁

◆本国官庁から送付されるメール

本国官庁から送付される
メールを契機として、

e-Filingにログイン

 本国官庁の審査において、修正すべき不備が見つかった場合、申請人に修正依頼が出されます。
Madrid e-Filingにログインして修正を行ってください。

・該当案件の右端にある歯車のアイコン
をクリックして案件情報の詳細を表示し、
Display irregularitiesボタンをクリック
して不備内容を表示します。

・不備の修正依頼が出された案件は、
My portfolioの一覧情報画面でStatus
がCorrection pendingになっています。

◆不備内容



２.（3）本国官庁からの不備連絡への応答②

45特許庁

不備として指摘されている情報を
確認し、必要に応じて修正します。

修正作業が完了したら、Validation画
面に戻り、「Send」ボタンを押すと
本国官庁に提出されます。



２.（4）本国官庁からWIPO国際事務局への提出

特許庁 46

 本国官庁での本国認証が完了し、WIPO国際事務局にマドプロ出願が提出されると、申請人に通知
メールが届きます。

通知メールのイメージ

申請人のMy portfolioの一覧情報画面の
Statusが「Submitted to WIPO」または
「WIPO Processing」に変わります。

Madrid e-Filingによる出願については、商
標法第68条の3第3項に基づくWIPO国際事
務局に送付したマドプロ出願の願書の写
しの送付はありません。申請人は、
eDossier画面に表示される「Certified
application」をクリックすることで、
WIPO国際事務局に提出された願書の内容
を確認することができます。



２.（５）WIPO国際事務局からの欠陥通報への応答①

47特許庁

 マドプロ出願に是正すべき欠陥がある場合には、WIPO国際事務局より欠陥通報が発せられます。
 欠陥通報があった旨は、国際出願時に入力した電子メールに通知されます。

欠陥通報が発出された案件は、
My portfolioの一覧情報画面で
StatusがIrregularity pendingに
なっています。

該当案件の右端にある歯車のアイコンを
クリックして案件情報の詳細を表示し、
Display irregularitiesボタンをクリック
して不備内容を表示します。

・欠陥通報の内容を確認し、Answer欄
に回答を入力することで、欠陥通報に応
答することができます。
・回答は英語で記載してください。



２.（５）WIPO国際事務局からの欠陥通報への応答②

48特許庁

応答内容を入力後、Validation画
面へ遷移し、Sendボタンを押す
と本国官庁に提出されます。



特許庁 49

１

マドプロ出願の手続（MM2編）３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）５

参考情報６

２ マドプロ出願の手続（Madrid e-Filing編）

マドプロ出願の流れ

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)４



3.（1）提出書類

特許庁 50

①願書(MM2)

・言語は英語を使用
・手書き不可

③MM18
（USを指定する場合のみ必須）

④MM17
（任意）

・欧州連合(EM)を指定する場合で、
かつ、欧州加盟国で既に登録
されている自己の商標登録の
優先順位を主張する場合にのみ
MM17を提出

・米国(US)を指定する場合
はMM18（標章を使用する意
思の宣言書）が必須
・出願人が2名以上いる場合

もMM18は1通の提出で可。
・写しでも可

（特許印紙）

• 以下の①（必要な場合は②・③・④も）を各１部提出。

納付書の詳細な記載方法は以下の
ページをご参照ください。
〇特許庁HP 国際出願関係手数料
https://www.jpo.go.jp/system
/trademark/madrid/tesuryo/m
adopro_syutugan_fee.html

②納付書
（MM2を紙出願する場合は必須）

【注意】MM2を出願ソフトの「特殊申請」から提出

する場合は、納付書は作成せず、画面の指示に従って

料金情報を入力してください。

※委任状・優先権証明書類の添付は不要。

https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/tesuryo/madopro_syutugan_fee.html
https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/tesuryo/madopro_syutugan_fee.html
https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/tesuryo/madopro_syutugan_fee.html


3.（2）提出先/提出方法

特許庁 51

【提出先】

• 願書(MM2)は、本国官庁（日本国特許庁）に提出する必要があります。

• 国際事務局に直接提出することはできませんのでご注意ください。

【提出方法】

電子特殊申請 窓口 郵送

インターネット出願ソフトの
「特殊申請」から必要書類を

PDF形式で添付して提出

特許庁
国際意匠・商標出願

受付カウンター
平日午前9時～午後5時

＜宛先＞
〒100-8915

東京都千代田区霞が関
三丁目4番3号

特許庁審査業務部出願課
国際意匠・商標出願室

＜注意点＞
・郵送の場合、書類が特許庁に到着した日が受付日となりますのでご注意ください（到達主義）。

※FAXによるMM2を使用した出願は受け付けていません。
※Madrid e-Filingを使用する場合、MM2の提出は不要です。



3.（3）手数料

特許庁 52

• 特許庁と国際事務局のそれぞれに手数料の納付が必要。

1件あたりの手数料 支払方法 支払時期

特許庁に
納付する手数料

9,000円 願書提出時

国際事務局に
納付する手数料

基本手数料
(653CHF/903CHF)

＋
指定国の手数料

WIPOの口座に振込
※注３

（スイスフラン建て）
原則として

願書提出前
※注４

注3）WIPO予納口座を開設している場合は、同口座からの引落しによる支払いが可能（開設には一定の条件有り）。
注4）特許庁に願書を提出した後の支払いも可。ただし、あらかじめ願書に支払者名と支払日の記載は必要。

（遅くとも、国際事務局が願書を受領するまでに手数料を支払う必要有り。MM2の特許庁提出後1月以内が目安。）

国際事務局に納付すべき手数料の金額を、下記のWIPOのサイトで簡単に計算することが可能。

「Fee Calculator」（ https://www.wipo.int/madrid/feescalculator/ ）

・特許印紙

・現金納付

・予納※注2

・電子現金納付

・指定立替納付

・口座振替※注2

上記いずれかの方法で納付※注1

注1)特許庁に納付する手数料の支払方法の詳細は特許庁HPをご確認ください。
https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/tesuryo/madopro_syutugan_fee.html
注2）これらの納付方法は、紙出願の場合は使用できません。

https://www.wipo.int/madrid/feescalculator/
https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/tesuryo/madopro_syutugan_fee.html


3.（4）様式

特許庁 53

• 願書の作成には、MM2という公式様式を使用する必要有り。

• MM2の様式は、特許庁ホームページからWordファイルなどで入手可能。

ダウンロード
して編集

ホーム > 制度・手続 > 商標 ＞国際
出願＞様式＞願書等様式

MM2、MM4、MM5、
MM11、MM17、及び
MM18の様式が掲載。

※WIPOホームページからも
入手可能。

https://www.wipo.int/madrid/en/forms/

(URL) https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/yoshiki/gansho.html

https://www.wipo.int/madrid/en/forms/
https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/yoshiki/gansho.html


3.（5）願書（MM2）の記載要領①

特許庁 54



3.（5）願書（MM2）の記載要領②

特許庁 55



特許庁 56

3.（5）願書（MM2）の記載要領③



3.（5）願書（MM2）の記載要領④

特許庁 57



3.（5）願書（MM2）の記載要領⑤

特許庁 58



3.（5）願書（MM2）の記載要領⑥

特許庁 59



3.（5）願書（MM2）の記載要領⑦

特許庁 60

標章が図形的要素を含まず、
色彩のみで構成される場合のみ

チェックください。



3.（5）願書（MM2）の記載要領⑨

特許庁 61



3.（5）願書（MM2）の記載要領⑩

特許庁 62



3.（5）願書（MM2）の記載要領⑪

特許庁 63



特許庁 64

3.（5）願書（MM2）の記載要領⑫



3.（5）願書（MM2）の記載要領⑬

特許庁 65

ＥＭ（欧州連合）を指定締約国とした場合、
第2言語の選択が必要です



3.（5）願書（MM2）の記載要領⑭

特許庁 66



3.（5）願書（MM2）の記載要領 ＜手数料の計算①＞

WIPO Fee Calculator• Fee Calculator（手数料計算ツール）の使い方

MM2の本国官庁受理日

手続種別

本国官庁 (Japan)

第10欄(a)で指定した区分数

＜サンプル＞

出願日：2024年7月1日

指定国：オーストラリア、ブラジル、クロアチア

第10欄(a)：3区分

第10欄(b)：ブラジル 2区分
MM2

67特許庁



3.（5）願書（MM2）の記載要領 ＜手数料の計算②＞

• Fee Calculator（手数料計算ツール）の使い方（続き）

必要な情報を入力すれば
自動で計算

第10欄(b)で
区分数を減らした場合のみ

手動で変更

計算結果に反映

68特許庁

＜サンプル＞

出願日：2024年7月1日

指定国：オーストラリア、ブラジル、クロアチア

第10欄(a)：3区分

第10欄(b)：ブラジル 2区分

MM2

個別手数料：ブラジル

【手動で変更】第10欄(b)で ２区分に限定

基本手数料（標章：白黒）

個別手数料

付加手数料

総計＝WIPOに送金する金額



3.（5）願書（MM2）の記載要領 ＜MM18の作成＞

記載箇所は４箇所

①

②

③

④

① Signature：
・署名（漢字可）
・法人の場合は、代表権を有する者

② Signatory’s Name：
署名者の氏名 「名⇒姓」の順

③ Signatory’s Title：
法人の場合は、署名者の肩書き

例：「President」
  「General Manager」 など

自然人の場合は、「Applicant」

④ Date of execution：
    署名した日

Taro TOKKYO

President

Taro Tokkyo

※MM2と同時に提出
※写しでも可

• (米国を指定国官庁とする場合) 標章を使用する意思の宣言書【MM18】の記載要領

69特許庁

※出願人が複数の場合、MM18の提出は1通で可。

（署名は出願人の代表1者のみで問題ありません。）

01/07/2024



3.（5）願書（MM2）の記載要領 ＜指定商品・役務の検討＞

特許庁

• 第10欄：指定商品・役務リストは、基礎出願・登録の範囲内に収める。

マドプロ出願の指定商品・役務 ≦ 基礎出願・登録の指定商品・役務

例：第25類「スニーカー」をマドプロ出願で指定するには・・・

類似商品・役務審査基準 第25類

マドプロ出願 ≦ 基礎出願・登録

「スニーカー」 ＝ 「スニーカー」

「スニーカー」 ＜ 「靴類」

「スニーカー」 ＜ 「履物」

「スニーカー」を
包含する商品が

基礎にあればＯＫ

70特許庁



3.（5）願書（MM2）の記載要領 ＜商品・役務名の英訳①＞

• 第10欄：指定商品・役務リスト 指定商品・役務の英訳の作成

データベース メリット デメリット

類似商品・役務
審査基準

（国際分類表）

・国内の商品相互の関係の把握が可能

・各商品・役務の参考英訳を掲載
⇒商品・役務の英訳作成に有用

・国際的に通用する「国際分類表」に掲載
されている商品・役務を併せて掲載

⇒国際事務局で原則許容される

・国内向けの基準。国際事務局／指定国との
関係では必ずしも適切な商品・役務と
して認められない場合がある

例：「(注)」の表示があるもの
⇒過去欠陥通報の対象となった商品・役務

・「国際分類表」掲載の商品・役務は
参考表示。
審査基準に記載の商品・役務に含まれる
とは限らない

Madrid 
Goods & Services

Manager
（MGS)

・国際事務局がマドプロ出願のために作成
⇒原則許容される

・英日、日英翻訳の双方に対応

・日本の審査基準との互換性は高くない
⇒基礎の範囲内に収まる商品・役務か要検討

J-PlatPat
商品・サービス名

検索

・商品・役務を複数のデータベースから
一括検索可能

（類似商品・役務審査基準/国際分類表/MGS/
日本の審査での採用例など）

・商品・役務の表示に加え、区分及び
類似群コードで絞り込むことが可能

・国際事務局／指定国との関係では必ずしも
適切な商品・役務として認められない場合が
ある（類似商品・役務審査基準/日本の
審査で採択されたもの など）

・英訳がない場合がある 71特許庁



3.（5）願書（MM2）の記載要領 ＜商品・役務名の英訳②＞

類似商品・役務審査基準 Madrid Goods & Services Manager (MGS)

類似商品・役務審査基準 WIPO MGS 英語版有り

Ｊ-PlatPat

「商標」メニューから
「商品・役務名検索」

J-PlatPat
商品・役務名検索

72特許庁



3.（6）本国官庁からの不備連絡への応答

73特許庁

 本国官庁の審査において、修正すべき不備が見つかった場合、申請人に修正依頼が出されます。
修正した願書内容を差替書面として本国官庁へご提出ください。

◆本国官庁から送付されるメール



3.（7）欠陥通報に対する応答書面の見本

特許庁 74

（別紙記載例）

Madrid Registry

Brands and Designs Sector

International Bureau of the 

World Intellectual Property Organization (WIPO)

Date: dd/mm/yyyy

WIPO ref.:  EN-I/000000000/XX
Our ref.: 

Office ref:  2024-3XXXXX

Re: International application based on the national registration No. XXXXXXX

Dear Sir or Madam,

Referring to your irregularity notice of 29 July, 2024 on the application of 

HATSUMEI CORPORATION.

https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/yoshiki/kekkan-oto.html

なるべくシンプル
な応答が望ましい

欠陥通報に対する応答書面の様式は、特許庁HPから確認いただけます。

（WIPOの提案に意見を述べる場合）
例：We prefer to amend ・・・.

(WIPO提案を受け入れる場合）
例：We agree to amend the term as 
the IB suggested.
（不備指摘があったものを削除する場合）
例：Please delete the term・・・・.

（注）特許庁では別紙に国際意匠・商標出願
室長名のカバーレターを付して国際事務局へ

送付します。別紙は全て英語により作成し、
事件の表示などを記載してください。

（例）・日付
・事件の表示
・出願人名
・WIPOの書類記号
・意見の内容 など 

https://www.jpo.go.jp/system/trademark/madrid/yoshiki/kekkan-oto.html
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１

マドプロ出願の手続（MM2編）３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）５

参考情報６

２ マドプロ出願の手続（Madrid e-Filing編）

マドプロ出願の流れ

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)４



４.（１）事後指定（MM4）
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国際登録の事後指定手続（様式MM4）とは...

• 国際登録後に保護の領域を拡張（新たに締約国を指定）する手続。

• 国際登録の指定商品・役務と完全同一でなくとも可（範囲内の必要有り）。

• ①特許庁（本国官庁）経由※、 ②国際事務局に直接、いずれでも手続可能。

※特許庁に対する手数料 4,200円が必要
＜個別国における留意事項①＞

エストニア、フィリピン、
インド及びブラジルの４か国は、
これらの国のマドプロ加盟前の
国際登録に基づく事後指定は不可。

＜個別国における留意事項②＞

米国については、標章を使用する意思
の宣言書（MM18）が必要。

 手続は、国際登録後に可能。

 存続期間は、国際登録に従う。

→効力発生日は更新手続などの他手続との
関係で選択可能。（様式第6欄）

ポイント・留意点



４.（２）更新（MM11）
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国際登録の更新手続（様式MM11）とは...

• 国際登録の存続期間を更に10年にわたって更新する手続。

• 国際登録に関する変更手続（例：商品・役務の減縮）を含めることはできない。

• ①特許庁（本国官庁）経由※、②国際事務局に直接、いずれでも手続可能 。

※特許庁に対する手数料 4,200円が必要

 本国官庁が日本国特許庁である国際登録について特
許庁経由で手続可能。

 国際事務局による存続期間の満了前6月の非公式な
サービス通知有り。

 存続期間満了後6月の猶予期間（追加手数料の支払
いが必要）。

 特許庁（本国官庁）の受理日に法的効果なし。

→満了前1月を切った場合には、直接国際事務局に手
続してください。

ポイント・留意点 ＜様式：更新対象について＞

⚫ 第3欄：保護を更新したい全ての
指定国についてチェック

⚫ 手数料：指定国で一部商品・役務
について保護の拒絶がされている
場合には保護された区分について
のみ更新手数料を支払えばＯＫ。

→その後の抗告手続などで新たに
保護が認められた場合は、次回更新
時から更新手数料に含めればよい。



４.（３）名義変更（MM5）
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国際登録の名義変更手続（様式MM5）とは...

• 国際登録について名義人（権利者）を変更する手続（×：名称／住所変更）。

• 一部の指定国、及び一部の指定商品・役務についてのみの変更も可能。

• ①特許庁（本国官庁）経由※、②国際事務局に直接、いずれでも手続可能。

※特許庁に対する手数料 4,200円が必要

 譲渡人又は譲受人のいずれかが日本国民又は日
本国内に住所若しくは居所、法人の場合は営業
所を有する外国人である場合に、特許庁経由で
手続可能。

 同一内容の名義変更（譲渡・譲受人）で、全指
定国に全指定商品・役務についての名義変更で
あれば、複数登録について 一括手続が可能。

→手数料は1つの国際登録につき177スイスフラン。

ポイント・留意点
＜参考情報＞

⚫ 証明書類の添付は不要。

⚫ 譲受人（新名義人）が代理人を選
任する場合には、必ず第5欄の記載
が必要。
→譲渡人（旧名義人）と同じ代理人

を選任する場合であっても、
要記載。

※新名義人の署名／押印が必要



４. （参考）インターネットを利用した各種手続
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https://www.wipo.int/en/web/emadrid/m
anage-your-trademarks

・国際登録後にWIPOに対して行う各種手続は、オンライン (eMADRID)による手続が可能。

• 事後指定手続

• 更新手続

• 名義変更手続

• 商品役務の減縮手続

• 放棄

• 名義人名称、住所の変更

• 代理人情報の変更(選任、取消、名称や住所の変更)

https://www.wipo.int/en/web/emadrid/manage-your-trademarks
https://www.wipo.int/en/web/emadrid/manage-your-trademarks


４. （参考）各種手続の基準日について
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ポイント・留意点

願書
（e-Filing・MM2）

国際登録日・・本国官庁の受理日
(本国官庁が受理してから2月以内に国際事務局が受理した場合のみ注1)

✓ 国際登録日に指定国に直接出願した場合と同一の効果
✓ 存続期間は国際登録日から10年（更新可）

事後指定
（MM4）

事後指定日・・本国官庁の受理日
(本国官庁が受理してから2月以内に国際事務局が受理した場合のみ注2）

✓ 事後指定日に指定国に直接出願した場合と同一の効果
✓ 国際事務局に直接手続した場合は、国際事務局が受理した日が事後指定日
✓ 存続期間の起算日は、国際登録日

名義変更
（MM5）

名義変更日・・国際登録簿の記録日 (原則として国際事務局の受理日)

✓ 本国官庁のMM5受理日に法的効果なし

更新
（MM11）

更新期限日・・存続期間満了日 (追加手数料の支払いを条件に、6月の猶予期間
有り)

✓ 本国官庁のMM11受理日に法的効果なし

（注1）本国官庁が受理した日から2月を超えて願書(e-Filing・MM2)を国際事務局が受理した場合は、国際事務局の受理日が国際登録日となる。

（注2）本国官庁が受理した日から2月を超えて事後指定(MM4)を国際事務局が受理した場合は、国際事務局の受理日が事後指定日となる。
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１

マドプロ出願の手続（MM2編）３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）５

参考情報６

２ マドプロ出願の手続（Madrid e-Filing編）

マドプロ出願の流れ

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)４



５. 基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）①
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• セントラルアタックの対象となるケース：

✓ 国際登録日から5年経過前に、指定商品・役務が補正により減縮して登録（減縮部分のみが取消）

✓ 国際登録日から5年経過前に、存続期間が満了

✓ 国際登録日から5年経過前に、拒絶、無効、取下げ、放棄が確定

✓ 国際登録日から5年経過前に拒絶査定不服審判が請求され、拒絶が確定(5年経過後を含む)

✓ 国際登録日から5年経過前に異議申立・登録無効(取消)審判が請求、商標権が取消(5年経過後を含む)

【指定国官庁】

⑦取消
(全部/一部)

【本国官庁】

基礎
商標

【名義人】 【国際事務局】

⑤国際登録簿
に取消を記録

④取消の請求
通報

②事前に通報
内容を通知 ①消滅の

範囲の確認

⑥取消の
通報

⑥取消の通報

③確認

• セントラルアタック事由の発生から権利消滅までの流れ：



５. 基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）②
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• セントラルアタックによって国際登録が取り消された場合でも、一定の要件

の下で国際登録日（事後指定日）の利益を保持したまま指定国の国内出願へ

の転換（トランスフォーメーション）が可能。

【要件】

国際登録が取り消された日(※)から3月以内に、指定した締約国官庁に

以下の全ての要件を満たす商標出願を行うこと。

➢ 出願人及び標章が、取り消された国際登録と同一
➢ 指定商品・役務が、国際登録において指定されていた商品・役務に含まれる
➢ 指定国が法令などで定める要件（出願手数料を支払うなど）を満たしている

【効果】
国際登録日（事後指定日）にされた商標出願とみなされる

※国際登録が取り消された日＝国際事務局が取消しを記録した日 (date of recording)
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１

マドプロ出願の手続（MM2編）３

基礎出願・登録との従属性（セントラルアタック）５

参考情報６

２ マドプロ出願の手続（Madrid e-Filing編）

マドプロ出願の流れ

事後指定(MM4)／更新(MM11)／名義変更(MM5)４



6. （参考）国際事務局に対して直接行う必要のある手続
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国際事務局に対する主な手続としては...

手続の名称 手続の内容 様式注1 オンライン

商品・役務の減縮
 一部又は全部の指定国において商品・

役務の一部を減縮する手続
MM6

名義人の氏名・住所などの
変更

 名義人の氏名（名称）又は住所、法人
の場合に法的性質を変更する手続

MM9

代理人の選任

 新たに国際事務局に対する
代理人を選任する手続

 出願（MM2）及び名義人の変更
（MM5）の申請においても可能

MM12

記録（国際登録簿）の更正
 国際登録簿の誤りを更正する手続
（出願人・名義人による誤りは対象外）

MM21

※特許庁（本国官庁）経由での手続は不可ですので、ご注意ください。

https://www.wipo.int/e
n/web/emadrid/manag
e-your-trademarks

eMADRIDによる手続が可能。

注1)MM様式を利用して手続を行う場合は、Madrid System Formsからご提出ください

https://www.wipo.int/ja/web/madrid-system/forms/index

https://www.wipo.int/en/web/emadrid/manage-your-trademarks
https://www.wipo.int/en/web/emadrid/manage-your-trademarks
https://www.wipo.int/en/web/emadrid/manage-your-trademarks
https://www.wipo.int/ja/web/madrid-system/forms/index


６.（参考）特許庁HPにおける関連情報
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②

✓制度の概要説明

✓締約国の一覧

✓願書など様式（ダウンロード）

✓手数料 
…といった情報を掲載



6.（注意）WIPO国際事務局以外の者からの手数料請求
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• 出願人、名義人又は代理人が、WIPO国際事務局や官庁などとは無関係の者

から手数料の支払いを請求される事例有り。

• 条約などに基づく手数料納付であるか否か、その内容に十分ご注意ください。

➢ WIPO国際事務局のウェブサイトで
も同様の警告有り（実例も掲載）

※このような支払いを行っても、条約に
基づく国際出願の処理や標章の保護に
法的効果は得られません 。



ありがとうございました

〒100-8915

東京都千代田区霞が関３－４－３

TEL:03-3581-1101

 本国官庁担当 （内線2671）
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